
三菱地所の知財戦略：不動産価値を再定義す

る「無形資産ポートフォリオ」の分析 
 

エグゼクティブサマリ 
 

本レポートは、三菱地所株式会社（以下、三菱地所）の知的財産戦略について、伝統的な特許・商標

権の枠を超え、デジタル変革（DX）時代における「無形資産ポートフォリオ」戦略として分析するもの
です。同社は、物理的な不動産（有形資産）を中核としつつも、その競争優位の源泉を、技術プロセ

ス、データプラットフォーム、および協創エコシステムといった「広義の知的財産（IP）」へと急速に拡
大させていると見られます。本分析は、同社のIR資料、ニュースリリース、技術発表、および政府の
政策文書など、公開されている一次情報を基に構成されています。 

以下に、本レポートの主要な分析結果と戦略的論点を要約します。 

●​ 戦略の再定義：「無形資産ポートフォリオ」としての知財​
三菱地所の知財戦略の本質は、有形資産（土地・建物）の価値を最大化するための「無形資

産」の戦略的構築にあります。これは、①BIM/デジタルツイン（プロセスIP）、②Machi Pass
（データIP）、③オープンイノベーション/CVC（エコシステムIP）、④商標（ブランドIP）の4層で構成
されるポートフォリオとして分析されます。 

●​ 基本方針：「三菱地所デジタルビジョン」の推進​
2021年6月に策定された「三菱地所デジタルビジョン」¹は、同社の無形資産戦略の基本方針で
す。「オンライン・オフラインを行き交う新しいライフスタイル・まちづくり」¹を掲げ、物理的な「ま
ち」とデジタル上の「体験」を融合させることで、新たなデータIPと顧客体験（UX）を創出すること
を目指しています。 

●​ 中核的無形資産①：プロセスIP（BIMとデジタルツイン）​
グループ会社である三菱地所設計（MJD）は、BIM（Building Information Modeling）を単なる
設計ツールではなく、建築ライフサイクル全体を最適化する「プロセスIP」として活用しています²
。特に、屋内BIMと屋外3Dマップを融合させ、ロボット走行を実証した「データ融合ノウハウ」³⁻⁵
は、デジタルツイン構築における強力な技術的優位性を示しています。 

●​ 戦略的組織改正：「BIM推進室」の「DX推進部」への移管​
2021年、MJDは「BIM推進室」を「R&D推進部」から新設の「DX推進部」へ移管しました⁶。これ
は、BIMを「研究開発」フェーズから、全社的な「DX戦略の中核IP」へと戦略的に昇格させたこと
を示す、極めて重要な組織的決定であると分析されます。 

●​ 中核的無形資産②：データIP（都市OS「Machi Pass」）​
共通認証ID「Machi Pass」⁷は、丸の内やみなとみらい等のエリアにおける「都市OS」として機能
します。ユーザーの利用履歴や位置情報といった「動的な行動データ」⁸を蓄積し、UXの最適化
を通じてリアルアセット（テナント賃料）の価値向上に還元する「価値変換エンジン」としての役割

を担っています。 



●​ 中核的無形資産③：エコシステムIP（CVCと協創）​
同社は「Inspired. Lab」⁹（オープンイノベーション拠点）やCVC「BRICKS FUND TOKYO」¹⁰を通
じ、外部の知見を取り込むエコシステムを構築しています。特にCVCによるファンダム・プラット
フォーム「b.stage」への投資¹⁰は、自社の「リアルアセットIP」と投資先の「デジタルプラットフォー
ムIP」を結合させ、新たな「体験価値IP」を創出する高度なエコシステム戦略を示しています。 

●​ 独自IP：「埋没資産」のデジタル化​
MJDが保管する130年来の歴史的図面を活用し、Fortnite上にメタバース空間「4D 
Marunouchi」¹¹を構築した事例は、歴史的アーカイブという「埋没資産」を、現代的な「ブランドIP
」および「リクルーティングIP」へと転換させた戦略的な取り組みです。 

●​ 競合比較：「都市OS」を巡る戦略的分岐​
「都市OS」構築において、三菱地所が「オープン・エコシステム型」を取るのに対し、森ビルは「ヒ
ルズネットワーク」¹²による「垂直統合・エリア限定型」、三井不動産は「DX VISION 2030」¹³に基
づく「既存アセット連携・人財重視型」という異なるアプローチが観測され、明確な戦略的分岐が

見られます。 
●​ 中長期的リスク：「サイロ化」と「OS間競争」​
プロセスIP（MJD）、データIP（Machi Pass）、エコシステムIP（CVC）がそれぞれ強力である一
方、これらが連携せずに「サイロ化」するリスクが中期的課題です。長期的には、競合との「都

市OS」間競争に敗北し、データIPの源泉を失うことが最大のリスクであると推察されます。 
●​ 戦略的示唆：CIPOの設置とAPIの開放​
これらの無形資産ポートフォリオを統合的に管理し、シナジーを最大化するため、「CIPO（最高
IP責任者）」に準ずる機能の設置が有効である可能性があります。また、「Machi Pass」のAPIを
外部開発者に開放し、オープンなサードパーティ戦略を加速させることが、OS間競争に勝利す
る鍵となると推察されます。 

当サマリの参考資料 
¹ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf 
² https://www.mjd.co.jp/projects/26069/ 
³ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec220125_robot.pdf 
⁴ https://www.mjd.co.jp/projects/26064/ 
⁵ https://robotstart.info/article/2022/01/25/287038.html 
⁶ https://www.mjd.co.jp/files/news_detail/file/816/file.pdf 
⁷ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 
⁸ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 
⁹ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf 
¹⁰ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html 
¹¹ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000131799.html 
¹² https://www.mori.co.jp/press/release/post_590/ 
¹³ https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2024/0805/ 
 

背景と基本方針 



 

本章では、三菱地所が「知的財産戦略」に取り組むマクロ環境と、同社の戦略的立ち位置を定義し

ます。不動産デベロッパーという物理アセットを中核とする伝統的業態が、なぜ今「無形資産（

Intangible Assets）」の構築と活用を急ぐのか、その経営上の必然性を、国の政策動向と同社の経
営ビジョンから分析します。 

 

不動産業界における「知的財産」の再定義 
 

伝統的に、不動産デベロッパーの競争優位の源泉は、駅前の好立地な「土地」や、ランドマークとな

る「建物」といった、排他性の高い「有形資産（Tangible Assets）」の所有と、それを賃貸・分譲するビ
ジネスモデルにありました。この文脈における知的財産は、主に「ザ・パークハウス」¹²や「丸の内」と
いったブランドを保護する「商標権」や、一部の建築工法に関する「特許権」といった、比較的静的か

つ防衛的な役割に留まっていたと見られます。 

しかし、デジタル化の波、すなわち「PropTech（不動産テック）」の進展は、この業界のゲームのルー
ルを根本から変えつつあります。競争優位の源泉は、物理アセットそのものから、物理アセットの利

用を通じて生み出される「データ」、物理アセットを効率的に開発・運用するための「プロセス（ノウハ

ウ）」、そして顧客や多様なパートナーとの「ネットワーク（エコシステム）」といった、「無形資産（

Intangible Assets）」へと急速に移行していると推察されます。 

例えば、ビルにどれだけの人が入居しているかという「静的な賃貸契約データ」よりも、そのビルの中

で「どの個人（ワーカー）が、いつ、どのフロアで、どのような活動をしているか」という「動的な人流

データ」の方が、ビルの価値を未来にわたって高める（例：空調の最適化、効率的な店舗配置）上

で、はるかに重要になる可能性があります。 

したがって、本レポートにおける「三菱地所の知財戦略」の分析対象は、伝統的な特許権・商標権に

限定されません。むしろ、BIM（Building Information Modeling）に代表される「プロセスIP」、共通ID「
Machi Pass」³を通じて収集される「データIP」、そしてスタートアップとの協創（CVC投資⁴やInspired. 
Lab⁵）によって構築される「エコシステムIP」を含む、広義の「無形資産ポートフォリオ戦略」として定義
し、分析を進めます。 

 

国家的要請と「無形資産」評価の重要性（マクロ環境） 
 

三菱地所による無形資産への傾注は、単なる一企業の戦略選択に留まらず、日本政府の政策的要

請とも強く連動していると見られます。 

2021年7月に内閣官房知的財産戦略推進事務局が決定した「知的財産推進計画2021」⁶は、このマ



クロ環境を理解する上で極めて重要な一次情報です。同計画は、日本が「デジタル敗戦」とも言うべ

き危機的状況にあるという強い認識を示しています。その上で、現代の経済・社会変革（デジタル

化、グリーン化）における競争力の源泉が、かつての有形資産中心から「知財を中心とした無形資

産」へと決定的に移行したと断じています⁶。 

同計画が示す日本企業の課題は、米国企業に比べて企業価値に占める無形資産価値の割合が著

しく低いという点です⁶。これは、日本企業が優れた技術やデータを保有していても、それが適切に知
財として管理・活用されず、結果として金融市場や投資家から正しく評価されていない（＝企業価値・

株価に反映されていない）可能性を示唆しています。 

この課題に対し、同計画は「競争力の源泉たる知財の投資・活用を促す資本・金融市場の機能強

化」⁶を重点施策の筆頭に掲げています。具体的には、企業に対し、ESG（環境・社会・ガバナンス）投
資の文脈で、自社の無形資産（特にイノベーションやデータガバナンスに関する知財）への投資・活

用戦略を、投資家や金融機関に対して積極的に発信・対話することを求めています⁶。 

この政策動向が三菱地所に与える含意は明白です。三菱地所のような日本を代表する大手デベ

ロッパーが、自社のDX戦略やデータ活用（例：「Machi Pass」³）、BIM活用によるグリーン化（脱炭素
設計）⁷といった取り組みを、単なる「事業活動」として報告するだけでなく、体系立てられた「無形資産
（IP）ポートフォリオ」として明確に位置づけ、統合報告書（アニュアルレポート）などで投資家に開示・
対話すること。それこそが、政府の要請に応え、ESG投資を呼び込み、ひいては自社の企業価値評
価を（物理アセットの時価評価以上に）高める上で、今後不可欠な経営戦略となる可能性が極めて

高いと分析されます。 

 

三菱地所の基本方針：「三菱地所デジタルビジョン」 
 

このようなマクロ環境認識のもと、三菱地所の広義の知財戦略（＝無形資産戦略）は、同社のDX戦
略と不可分一体のものとして推進されていると考えられます。その中核となる基本方針が、2021年6
月23日に策定・公表された「三菱地所デジタルビジョン」¹です。 

このビジョンの核心は、「オンライン・オフラインを行き交う新しいライフスタイル・まちづくりを実現」¹す
ることにあります。これは、同社の本業である物理的な「まち（オフライン）」と、デジタル上の「顧客体

験（オンライン）」をシームレスに融合させるという明確な戦略的意志の表明です。 

このビジョンは、従来のデベロッパーのビジネスモデル、すなわち「良いビル（オフライン）を建てて、

貸す」という発想からのコペルニクス的転回を示唆しています。重要なのは「ビル（モノ）」ではなく、そ

こで活動する「人（ワーカーや来街者）」であり、その「人」の体験価値をオンライン・オフラインの両面

でいかに高めるか、という「UX（ユーザーエクスペリエンス）中心」の発想への転換です。 

そして、この「融合」と「UX中心」の発想を実現するための具体的な手段（＝無形資産IP）として、同ビ
ジョンおよび関連資料で言及されているのが、「デジタル共通ID「Machi Pass」」³⁸や「ショッピングポイ
ントアプリ 「丸の内ポイントアプリ」」³⁸、「顔認証サービス「Machi Pass FACE」」⁸といったプラット



フォーム群です。 

これらは、顧客（ユーザー）にとっては「一つのIDで、まちの様々なサービス（ポイント、決済、認証）を
シームレスに受けられる」という利便性（UX向上）を提供します。一方で、三菱地所にとっては、これ
らのプラットフォームIPを基盤として、「ユーザーの利用履歴や位置情報などのデータ」⁸（＝新たな
データIP）を合法的に収集・蓄積することを可能にします。 

この「三菱地所デジタルビジョン」¹こそが、同社の知財戦略の基本設計図であると結論付けられま
す。すなわち、物理アセット（丸の内など）を「データIP」収集のための巨大な実証フィールド（プラット
フォーム）と捉え直し、そこで得られたデータIPを活用して顧客体験（UX）を最適化し、その結果として
物理アセットの集客力・収益力（＝賃料収入）⁸をさらに高めていく、という「リアル（有形資産）とデジタ
ル（無形資産）の価値循環モデル」を構築すること。これが、同社の基本方針の核心であると分析さ

れます。 

当章の参考資料 

1.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf 
2.​ https://www.mec-r.com/realestate/theparkhouse.html 
3.​ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 
4.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html 
5.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf 
6.​ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku20210713.pdf 
7.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26069/ 
8.​ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 

 

全体像と組織体制 
 

本章では、三菱地所グループが前章で定義した広義の知財戦略（無形資産ポートフォリオ戦略）を

推進するために、どのような組織体制を構築しているかを分析します。伝統的な不動産開発・管理の

組織構造に加え、デジタル変革とイノベーションを駆動するための新しい機能が戦略的に組み込ま

れている様子が窺えます。特に、中核子会社である三菱地所設計（MJD）の役割と、オープンイノ
ベーションを担う外部連携組織の機能分担、そして近年の戦略的な組織改正の意図を解読します。 

 

知財戦略の「両輪」：内部技術（MJD）と外部知見（協創） 
 

三菱地所の無形資産戦略は、グループ内部の技術的知見を深く掘り下げ、集積する「内部技術ハ

https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf
https://www.mec-r.com/realestate/theparkhouse.html
https://www.mec.co.jp/service/dx/
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html
https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku20210713.pdf
https://www.mjd.co.jp/projects/26069/
https://www.mec.co.jp/service/dx/


ブ」の機能と、自社だけでは生み出せない革新的な技術やビジネスモデルを外部から取り込む「外

部知見ハブ」の機能、この「両輪」によって駆動されていると見られます。 

1. 内部技術ハブ：三菱地所設計（MJD）の役割 
グループの設計・エンジニアリングおよびR&D機能を担う三菱地所設計（MJD）は、三菱地所の無形
資産ポートフォリオにおいて、中核的な「プロセスIP」を開発・集積する役割を担っています。具体的
には、建築設計のデジタル化・高度化の鍵となるBIM（Building Information Modeling）¹の推進が挙
げられます。MJDはBIMを「従来の設計のゲームチェンジャー」¹と位置づけ、その活用を強力に推進
しています。これは、設計品質の向上や効率化に留まらず、後述するデジタルツインやロボットフレン

ドリーな環境構築²など、三菱地所グループ全体のDX戦略の技術的基盤（＝プロセスIP）を提供す
る、極めて重要な役割です。 
2. 外部知見ハブ（協創）：Inspired. Lab 
一方で、三菱地所は自社のリソース（アセットやデータ）だけでは、急速に変化する市場や技術革新（

AI、ロボティクス、ライフサイエンスなど）³に対応しきれないことを強く認識していると推察されます。
そのための戦略的拠点が、2019年2月にSAPジャパン株式会社と共同で設立・運営を開始したオー
プンイノベーションスペース「Inspired. Lab」³です。 
この施設は、単なるスタートアップ向け賃貸オフィスではありません。「社会課題を解決する新規ビジ

ネスの創出」³を目的とし、イノベーション創出を目指す大企業（企業会員：旭化成エレクトロニクス、ト
ラスコ中山、三菱地所設計など）³と、最先端技術を持つスタートアップ（スタートアップ会員：WHILL、
エルピクセル、ZENKIGENなど10社）³を意図的に集積させる「コラボレーションの場」として設計され
ています。三菱地所は、この「場」と「ネットワーク」自体を「エコシステムIP」として提供・運営すること
で、自社の「出島」³として機能させ、外部の破壊的イノベーションをいち早く取り込み、自社アセット
（丸の内エリア）³での実証実験へとつなげる狙いがあると見られます。 
3. 外部知見ハブ（投資）：BRICKS FUND TOKYO 
「Inspired. Lab」が「場」の提供による緩やかな連携（エコシステムIP）であるとすれば、より直接的か
つ戦略的に外部の知見・技術を獲得する手段が、CVC（コーポレート・ベンチャーキャピタル）ファンド
「BRICKS FUND TOKYO」⁴です。このCVCは、単なる財務的リターン（キャピタルゲイン）のみを目的と
せず、「成長産業の共同創出」⁴を目標に掲げ、不動産・都市開発の枠を超えたライフスタイル、産業
構造革新、持続可能性といった多様な分野のスタートアップに投資しています⁴。これは、有望な技術
やビジネスモデルを持つ企業を「投資IP」としてポートフォリオに組み入れ、自社の経営資源（特に膨
大なリアルアセット）との戦略的シナジー（事業連携）を追求する、攻めの無形資産戦略であると分析

されます。 
この「内部技術（MJD）」「協創（Inspired. Lab）」「投資（CVC）」という三位一体の体制こそが、三菱地
所の無形資産戦略を推進する組織的な全体像であると考えられます。 

 

戦略的インサイト：組織改正に見る「BIM」の戦略的昇格 
 

三菱地所グループが、無形資産（特にプロセスIP）を経営戦略上いかに重視しているかを示す、極め
て明確な証拠が、三菱地所設計（MJD）の組織改正に見られます。 



分析対象となるのは、MJDが2021年4月1日付で実施した組織改正に関する公式発表⁵です。この中
で、以下の3つの事実が確認されます。 

●​ 第1の事実（組織）: MJDには、BIMの活用を推進する専門部署として、従来「R&D推進部」内に「
BIM推進室」が設置されていました¹。これは、BIMを「研究開発（R&D）」の対象、あるいは先進
的な「技術（Technology）」の一つとして位置づける体制であったことを示しています。 

●​ 第2の事実（組織改正）: 2021年4月1日付の改正で、MJDは**「DX推進部」を新設**しました⁵。
これは、三菱地所本体のDX戦略（デジタルビジョン⁶）と呼応し、MJD独自のDX戦略の策定・実
行を担う中核部署を設置したことを意味します。 

●​ 第3の事実（戦略的移管）: そして、最も重要な動きとして、それまで「R&D推進部」にあった**「
BIM推進室」を、この新設された「DX推進部」へ移管**することが決定されました⁵。 

この一連の組織改正、特に「BIM推進室」の移管が持つ戦略的意義は非常に大きいと考えられま
す。 

MJDは、この組織改正の目的を「デザインDX戦略を実践するうえでBIMの積極的な活用を推進すべ
く」⁵と明確に説明しています。これは、三菱地所グループがBIM（Building Information Modeling）
を、もはや単なる「R&Dの成果物」や「設計部門の一ツール」とは見なしていないことを示しています。 

この移管が意味するのは、BIMを「全社的なDX戦略を実践するための、中核的な実行手段（＝プロ
セスIP）」へと、その戦略的ポジションを**「昇格」**させたことです。 

BIMは「研究（R&D）」のフェーズを終え、全社のビジネスプロセスを変革する「デジタル変革（DX）」の
エンジンとして、経営戦略の表舞台に正式に位置づけられたと分析されます。この組織体制の変革

こそが、BIMデータを基盤としたデジタルツインの構築²や、ロボットフレンドリーな環境整備²といっ
た、同社の先進的な無形資産戦略の実行力を組織的に担保する源泉となっている可能性が非常に

高いと考えられます。 

 

ガバナンスとリスク管理体制 
 

無形資産、特に「データIP」の活用を推進する戦略は、その裏側で「データガバナンス」と「セキュリ
ティリスク」の管理という重大な責務を伴います。三菱地所は、DX推進の基本方針において、「グ
ループ共通IT基盤の整備やガバナンスの強化」⁷を、新たな収益源の獲得や生産性向上と並列で掲
げています。 

特に、共通ID「Machi Pass」⁸は、その仕組み上、「ユーザーの利用履歴や位置情報などのデータ」⁸と
いう、個人情報保護の観点から極めてセンシティブな情報を扱うことになります。このデータIPが同社
の競争優位の源泉であると同時に、最大のウィークポイント（脆弱性）にもなり得ます。 

このリスクに対応するため、同社は「最高情報セキュリティ管理責任者（CISO）とセキュリティ推進組
織を新設」⁸し、サイバーセキュリティ体制を強化していることを明記しています。これは、無形資産



（データ）を積極的に活用する「攻め」のDX戦略と、それを守る「防衛」のガバナンス体制が、表裏一
体の経営課題として認識・実行されていることを示しています。 

また、DX戦略を担う「人財」そのものも重要な無形資産です。同社は2022年10月より、グループ社員
（約1万人）を対象とした「DX人財育成プログラム「MEDiA（MEC Digital Academy）」」⁸を展開してお
り、組織全体のデジタルリテラシーと専門性を高めることで、無形資産戦略の実行基盤を強化してい

ると見られます。 

当章の参考資料 

1.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26069/ 
2.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26064/ 
3.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf 
4.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html 
5.​ https://www.mjd.co.jp/files/news_detail/file/816/file.pdf 
6.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf 
7.​ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 
8.​ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 

 

詳細分析①：技術・プロセスIP（BIMとデジタルツイン） 
 

本章では、三菱地所の知財ポートフォリオの中でも、特に技術的優位性の源泉であり、物理アセット

（不動産）の価値をデジタル面から再定義する「技術・プロセスIP」について詳細に分析します。具体
的には、三菱地所設計（MJD）を中核とするBIM（Building Information Modeling）の圧倒的な活用
と、そこから派生する「デジタルツインIP」の構築、さらに歴史的資産のデジタル化戦略に焦点を当て
ます。これらは、前章で述べたMJDの「DX推進部」⁶が管掌する中核IP群であると推察されます。 

 

BIM（Building Information Modeling）の圧倒的活用 
 

BIMは、単なる3次元の設計図（3D CAD）ではありません。特許庁の技術動向調査資料によれば、
BIM（CIM）とは「建物の3次元形状データだけでなく、材料やコスト等の情報も取扱い、設計、施工だ
けでなく、工事マネジメントや、運用・維持管理など建設のライフサイクル全般を変えることが期待さ

れている技術」¹と定義されています。つまり、BIMモデルそのものが、建築物の「ゆりかごから墓場ま
で」の全情報を内包する「デジタルなデータベース（IP）」なのです。 

三菱地所設計（MJD）は、このBIMの戦略的重要性を深く理解していると見られます。英国が「

https://www.mjd.co.jp/projects/26069/
https://www.mjd.co.jp/projects/26064/
https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf
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https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf
https://www.mec.co.jp/service/dx/
https://www.mec.co.jp/service/dx/


Construction 2025」においてBIMを国家戦略として位置づけている動向²を引き合いに出し、グロー
バルに事業展開する同社にとってBIMへの取り組みは「必然」であると明言しています³。 

この強力なコミットメントは、具体的なプロジェクトに結実しています。例えば、東京駅前に建設中の

次世代ランドマーク「TOKYO TORCH」プロジェクト（常盤橋タワー、Torch Tower）は、MJDが設計に
携わるアイコニック・プロジェクトですが、これは「フルBIMプロジェクト」として進行中であるとされてい
ます²³。 

「フルBIM」の導入は、単に設計が3Dになるという表面的な変化に留まりません。MJDによれば、BIM
の活用は、「性能評価や脱炭素設計が求められる昨今、建築設計者自身が設計をデジタルデータと

して変換して最適設計を求める技術」²の基盤となります。例えば、BIMモデルを使って建設前に詳細
な日照シミュレーションや風環境解析、エネルギー効率の計算（脱炭素設計）を行うことで、建築物の

環境性能（ESG価値）を最大化し、手戻り（コスト）を最小化することが可能になります。 

このように、MJDにとってBIMは、設計・施工・維持管理の全プロセスをデジタルデータに基づき最適
化し、コスト削減、品質向上、そして脱炭素性能の達成を実現するための、模倣困難な「プロセスIP」
そのものとして機能していると分析されます。前章で分析した「BIM推進室」の「DX推進部」への移管⁶
は、この強力なプロセスIPを「研究室」から「全社」へと展開し、グループ全体の競争優位を確立しよう
とする明確な戦略的意図の表れと考えられます。 

 

戦略的インサイト：「データ融合」によるデジタルツインIPの創出 
 

三菱地所のBIM戦略の真価は、単体のビルをBIMモデルで構築することに留まりません。その真の
戦略的価値は、MJDが構築した個別のBIMデータを「まち（都市空間）」レベルへと拡張し、それらを
異種データと「融合」させることで、リアルタイムに機能する「デジタルツイン（Digital Twin）IP」を生
成する技術にあります。 

この戦略を象徴する、極めて重要な事例が、2022年1月22日～25日にかけて丸の内仲通りで実施さ
れた「ロボット走行による商品配送の実証実験」⁴⁵⁶⁷です。 

この実証実験の目的は、「ロボットフレンドリー（ロボフレ）な環境・まちづくり」⁴の検証であり、具体的
には、丸の内仲通りの屋外テラス席から、ビル内のスターバックスコーヒーに遠隔注文すると、商品

がロボットによってテーブルまで自動配送されるというものでした⁵。 

この実験の技術的な核心、すなわち三菱地所グループの強力な「IP」となっているのは、以下の点で
す。 
実験の主体である大丸有協議会、アイサンテクノロジー、三菱地所、そして三菱地所設計の連携

チームは、屋内外をシームレスに結合した「汎用性のある3Dデジタルマップ」を構築しました⁵。 
具体的には、以下の2種類の全く異なるデータを「融合」させています。 

1.​ 屋内のデータ： 三菱地所設計（MJD）が保有する、高精細な**「建築BIMモデルデータ」**（建物



所有者側のデータ）²⁷。 
2.​ 屋外のデータ： 東京都の協力により提供された、公道部分の**「汎用3Dデジタルマップデータ」

**（公共側のデータ）⁷。 

MJDは、これら出自も規格も異なる屋内外のデータを結合し、ロボットが自己位置を推定し、障害物
を回避しながら走行可能な品質の「仮想空間の点群データ」⁷を生成しました。そして、そのデジタル
ツイン空間でのシミュレーションを経て、実際のロボットを「ビル内店舗から屋外テラス席へ」と実走行

させることに成功したのです⁵⁷。 

この「異種3Dデータの融合ノウハウ」こそが、三菱地所の極めて強力かつユニークな知的財産であ
ると推察されます。なぜなら、競合他社が個別の高精細なBIMデータを持っていたとしても、それを公
共の3Dマップデータとシームレスに結合し、物理的なロボットが商用レベルで実走行可能な「生きた
デジタルツイン」を構築・運用するノウハウは、一朝一夕では模倣できないからです。 

さらに重要な点は、この実証実験が「国土交通省(都市局) ／スマートシティモデルプロジェクト」の一
環として実施されている⁵⁷ことです。これは、三菱地所のBIM/DT技術が、単なる一企業の技術開発
に留まらず、国の政策（スマートシティ、i-Construction¹）と密接に連動した「社会実装IP」として展開
されており、将来的に日本の「ロボットフレンドリー環境」のデファクトスタンダード（事実上の標準）を

形成する一翼を担う可能性さえ示唆しています。 

 

戦略的インサイト：「埋没資産」のデジタルIP化（4D Marunouchi） 
 

三菱地所設計（MJD）の技術IP戦略は、BIMやデジタルツインといった「未来」の構築だけに留まりま
せん。自社が130年以上にわたり蓄積してきた「過去」の資産をデジタルIPとして蘇らせる、巧みな戦
略も同時に実行しています。 

その代表例が、2023年10月に発表されたメタバースコンテンツ「4D Marunouchi」⁸です。これは、
MJDが創業以来保管・継承してきた、関東大震災（1923年）以前の「丸ノ内ビルヂング（丸ビル）」の
貴重な図面や写真といった「歴史的アーカイブ」（物理的な埋没資産）を活用し、3世代（震災前、震
災復興後、現在）の丸ビルと丸の内の空間を、オンラインゲーム「Fortnite（フォートナイト）」⁸⁹上に「
4D（時間軸を超える）」体験として再現したものです。 

この取り組みのIP戦略上の意義は、多層的です。 
第一に、技術的な側面です。このメタバース空間の構築には、MJDが建築設計の業務で日常的に
使用している3Dモデリングソフト「Rhinoceros」や、Fortniteの基盤技術でもあるゲームエンジン「
Unreal Engine」が使用されています⁸。これは、MJDが持つBIM/3Dモデリングの高い技術スキルが、
最新のメタバース・プラットフォーム（Fortnite）と高い互換性を持ち、そのまま応用可能であることを
示しています。 
第二に、戦略的な側面です。これは、MJDの書庫に眠っていたかもしれない「防衛的・受動的なIP
（歴史的図面）」を、Fortniteという全世界で数億人のユーザーを持つ巨大プラットフォーム⁹上で、誰



もがインタラクティブに体験できる「能動的・発信型のデジタルIP」へと劇的に転換させた事例です。 

この「4D Marunouchi」IPは、直接的な金銭収益を生むものではないかもしれません。しかし、三菱
地所およびMJDの「130年を超える歴史と実績（信頼性）」と、「メタバースやゲームエンジンを使いこ
なす技術力（先進性）」という、一見相反する二つのブランド価値を、全世界の（特に若い世代の）

ユーザーに対して同時に、かつ極めて強力に発信する、「ブランドIP」および「リクルーティングIP」と
して、極めて効率的に機能していると分析されます。これは、自社の「埋没資産」を知財として再定義

し、活用する好事例と言えるでしょう。 

当章の参考資料 

1.​ https://www.jpo.go.jp/resources/report/gidou-houkoku/tokkyo/document/index/30_03slid
e.pdf 

2.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26069/ 
3.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26069/ 
4.​ https://robotstart.info/article/2022/01/25/287038.html 
5.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec220125_robot.pdf 
6.​ https://www.mjd.co.jp/files/news_detail/file/816/file.pdf 
7.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26064/ 
8.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000131799.html 
9.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000131799.html 

 

詳細分析②：データプラットフォームIP（都市OSとMachi Pass
） 
 

本章では、三菱地所の知財戦略（無形資産ポートフォリオ）の中核を成す、顧客データとデジタル体

験を管理・運営する「プラットフォームIP」について分析します。前章で分析したBIM/デジタルツインが
「まちのデジタルな設計図（静的インフラ）」であるとすれば、本章で分析する「Machi Pass」は、その
インフラの上でリアルタイムに人やサービスが活動する「まちのデジタルなOS（オペレーティングシス
テム）」であり、両者は相互に補完し合う関係にあると推察されます。 

 

中核プラットフォーム「Machi Pass」の構造 
 

三菱地所のDX推進戦略は、その目的として「デジタル技術の活用による新たな収益源の獲得」と、
「既存ビジネスモデル並びに業務プロセスのブラッシュアップによる収益拡大・生産性向上」¹の2点を
明確に掲げています。この両方の目的を達成するための戦略的ハブ（中核IP）として設計・導入され

https://www.jpo.go.jp/resources/report/gidou-houkoku/tokkyo/document/index/30_03slide.pdf
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たのが、デジタル共通ID「Machi Pass」¹であると考えられます。 

「Machi Pass」は、三菱地所グループが開発・運営する「まち」で提供される様々なサービス（オンラ
イン・オフラインを問わず）に、たった一つの共通認証IDでログインできる基盤です¹²。これは、Apple
社の「Apple ID」やGoogle社の「Googleアカウント」が、それぞれのデジタルエコシステムの「OS」と
して機能するのと同様の構想であると見られます。 

この「Machi Pass」というOS基盤の上で、具体的なアプリケーションが稼働します。その代表例が「丸
の内ポイントアプリ」¹²や「みなとみらいポイントアプリ」¹といった、顧客の日常生活に密着したショッピ
ングポイントアプリです。さらに、2022年4月からは、Machi Pass会員を対象とした顔認証サービス「
Machi Pass FACE」¹も開始されており、ID基盤と生体認証技術を連携させ、「手ぶらで安心・安全な
「顔パス」機能」¹という新しいUX（顧客体験）の提供にも着手しています。 

この構造（OSとしてのMachi Pass＋アプリケーションとしてのポイントアプリや顔認証）は、ユーザー
（ワーカーや来街者）を三菱地所のデジタル・エコシステムに「ロックイン」する上で、極めて合理的な

設計であると言えます。 

 

データIPの蓄積（価値の源泉） 
 

「Machi Pass」プラットフォームの真の戦略的価値は、ID認証やポイント付与という表面的な機能そ
のものよりも、そのID基盤を通じて収集・蓄積される「データIP」にあります。 

三菱地所のDX推進ページでは、Machi Passの機能について、「ユーザーの利用履歴や位置情報な
どのデータが蓄積されます」¹と明確に記述されています。 

この点が、従来の不動産業のビジネスモデルからの決定的な飛躍を示しています。 
従来の不動産業が保有していた主要なデータは、例えば「A社が丸の内ビルヂングのX階に、Y年契
約で入居している」といった、BtoB（企業対企業）の静的（スタティック）な契約データが中心でした。 
しかし、「Machi Pass」が収集するデータIPは、それとは全く異質です。それは、「Bさん（個人）が、金
曜日の19時に、丸の内仲通りを歩き（位置情報）、丸の内ポイントアプリのクーポンを使い（利用履
歴）、C店で食事をした」という、BtoC（企業対個人）の動的（ダイナミック）な行動データです。 

この「個人」に紐付いた「動的な行動データIP」こそが、三菱地所の「新たな収益源」の源泉であり、競
合他社に対する将来的な参入障壁を構築する、最も価値のある無形資産の一つであると分析され

ます。なぜなら、丸の内やみなとみらいといった、三菱地所が長年にわたり築き上げてきた「超一等

地の物理アセット（まち）」は、この貴重な行動データIPを（競合他社には真似できない規模と密度で）
収集するための、**巨大な「データ収集装置」**として機能しているからです。 

 

データIPによる価値創出（収益化）のメカニズム 



 

収集された「動的データIP」は、それ自体が直接的に収益を生むわけではありません。このデータIP
は、三菱地所のビジネスモデルの中で、以下の2つの戦略的プロセスを経て、最終的にリアルの不
動産価値へと還元（収益化）されると考えられます。 

プロセス1：UX（顧客体験）の最適化（デジタル領域） 
第一のプロセスは、収集したデータIPを「分析」し、その結果をユーザーに「還元」することです。 
Machi Passのプラットフォームは、蓄積されたデータ（利用履歴、位置情報）に基づき、「ユーザーの
希望に応じて最適化された情報やサービスを提供」¹し、「一人ひとりの属性・嗜好性などに応じた最
適な情報配信やサービス提供」¹を実現する仕組みを備えています。 
例えば、Machi Passのデータ分析により「丸の内エリアの30代女性ワーカーは、水曜日の夜にヨガ
やフィットネスに関心が高い」という嗜好性（インサイト）が発見されたとします。この場合、該当する

ユーザーの「丸の内ポイントアプリ」²に、水曜日の午後に近隣のフィットネススタジオの割引クーポン
や、ヘルシーなディナーの情報を「最適化して」配信することが可能になります。 

この「最適化された情報提供」は、ユーザーにとって「豊かなUX（ユーザー体験）」¹の向上に直結しま
す。ユーザーは自分（Machi Pass）が提供したデータ（行動履歴）の見返りとして、自分に最適化され
た便益（UX）を受け取ることができるため、Machi Passおよびその上で動くアプリを継続的に利用す
る動機が強化されます。これにより、プラットフォーム（Machi Pass）への顧客のエンゲージメントが高
まり、エコシステムからの離脱を防ぐ「ロックイン効果」が働きます。 

プロセス2：リアルアセット価値の向上（リアル領域） 
第二のプロセスは、デジタル領域で最適化されたUXを、いかに「リアル領域の収益」へと転換するか
です。 
前述の例で言えば、最適化されたクーポンや情報配信（プロセス1）の結果、その30代女性ワーカー
が実際にフィットネススタジオで汗を流し、レストランで食事をする（＝リアル店舗での消費活動）可能

性が高まります。 

このリアル店舗での消費活動の促進は、三菱地所の「既存ビジネスモデル」¹に、以下の2段階で直
接的な利益をもたらします。 

1.​ テナントの売上向上： ビルに入居しているテナント（フィットネススタジオやレストラン）の売上が
向上します。 

2.​ 三菱地所の収益向上： テナントの売上向上は、三菱地所が得る「賃料（特に売上歩合制の賃
料）」の増大に直結します。また、ビル全体の集客力が高まることで、ビルの資産価値そのもの

が向上し、次の賃料改定や新規リーシングにおいて、より高い固定賃料を設定できる可能性が

高まります。 

この分析から導き出される結論は、「Machi Pass」というプラットフォームIPが、単なるポイントカード
のデジタル化やIDの共通化に留まるものではないということです。 
「Machi Pass」は、デジタル領域で収集・分析した「データIP」を、リアル領域の「賃料収入」へと効率
的に変換するための、「価値変換エンジン（Value Conversion Engine）」として戦略的に設計・運用さ
れている、極めて高度な知財（無形資産）であると結論付けられます。 



当章の参考資料 

1.​ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 
2.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf 

 

詳細分析③：エコシステムIP（オープンイノベーションとCVC） 
 

本章では、三菱地所が自社単独の知財（前章までのBIM/プロセスIPやMachi Pass/データIP）に加
え、外部の知見、技術、ビジネスモデルを積極的に取り込む「エコシステムIP」戦略について分析しま
す。この戦略は、①協創の「場」を提供しイノベーションの「機会」を創出するアプローチと、②有望な

スタートアップに「戦略的投資」を行い、自社アセットと直接的に結合させるアプローチ、という2つの
異なる、しかし補完的な側面から構成されています。これらは、自前主義の限界を深く認識し、自社

の「まち（物理アセット）」を外部パートナーとの「協創プラットフォーム」として開放する、という同社の

明確な戦略的意志の表れであると見られます。 

 

「協創IP」としてのInspired. Lab 
 

2019年2月、三菱地所はSAPジャパンと共同で、大手町の自社ビル（大手町ビル6階）¹にオープンイ
ノベーションスペース「Inspired. Lab」¹²を設立しました。 

この施設の戦略的価値は、単に最新鋭の設備を備えたコワーキングスペース（物理アセット）を提供

することにあるのではありません。その本質は、「企業の協創が生まれる拠点」¹、すなわち「ネット
ワークIP」または「協創の場IP」を構築・運営することにあると分析されます。 

Inspired. Labの設計思想は、意図的な「異種交配」にあります。 

●​ 大企業（企業会員）： 旭化成エレクトロニクス、トラスコ中山、そして三菱地所設計など、イノベー
ションの社会実装リソース（例：製造能力、販売チャネル、BIM技術¹）を持つ企業¹。 

●​ スタートアップ（スタートアップ会員）： WHILL（パーソナルモビリティ）、エルピクセル（AI画像解
析）、ZENKIGEN（AIによる採用DX）など、AI、ロボティクス、ライフサイエンスといった最先端分
野の技術（シーズ）を持つ10社（設立時）¹。 

●​ 支援者（メンター、パートナー）： 株式会社ACCESSの共同創業者である鎌田富久氏（メンター）
や、デザインシンキング（SAP）³、スタートアップ支援プログラム（FoundX、SAP.iO Foundry 
Tokyo）¹など。 

これらの多様なプレイヤーを一つの物理空間に「集積」させ、SAPのデザインシンキングを核としたイ
ノベーションフレームワーク¹や、アイデアを形にする「工房」¹、さらには丸の内エリア自体を「実証実

https://www.mec.co.jp/service/dx/
https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf


験の場」¹として提供することで、化学反応（＝協創による新規ビジネス創出）を誘発することを目指し
ています。 

知財の取り扱いに関する洞察: 
一方で、Inspired. Labの設立に関するプレスリリース¹には、この「協創の場」で生み出された知的財
産権（特許、ノウハウ、データなど）の具体的な取り扱い（例：誰に帰属するのか、利用条件は何か）

については、直接的な記述が確認されませんでした。 
これは、二通りの解釈が可能であると推察されます。一つは、知財の帰属問題が協創の初期段階に

おける障壁となることを避けるため、あえて厳格なルールを設けず、コラボレーションの「機会」と

「場」の提供に徹し、具体的な協創プロジェクトが生まれた場合に、参画企業間で個別契約を締結す

るという柔軟な運用（「場」の提供者としての立ち位置）を選択している可能性です。 

もう一つは、三菱地所にとっての直接的なリターンは、生み出されたIPのライセンス収入ではなく、そ
の協創プロセスから得られる「最先端の技術動向や市場ニーズに関する生きた知見（インサイト）」で

あり、また、有望なスタートアップとの「早期のネットワーク構築」そのものである可能性です。この

ネットワークIPこそが、次のCVC投資（後述）や自社事業への導入の「種」となると考えられます。 

 

戦略的インサイト：「リアル×デジタル」の統合的エコシステムIP（CVC） 
 

三菱地所のエコシステム戦略の核心、そしてその無形資産ポートフォリオ戦略の集大成とも言える

動きが、CVC（コーポレート・ベンチャーキャピタル）ファンド「BRICKS FUND TOKYO」の投資戦略
に、最も明確な形で表れています。 

その象徴的な事例が、2024年に発表された、韓国のグローバルファンダムビジネスソリューション「
b.stage」の開発・運営元であるbemyfriends社への戦略的投資⁴です。 

この投資の戦略的意図を解読することは、三菱地所の「エコシステムIP」戦略の完成形を理解する鍵
となります。18の分析によれば、この投資は単なるキャピタルゲイン（財務的リターン）を主目的とする

ものではなく、「成長産業の共同創出」⁴というCVCの目標に基づいた、極めて戦略的な「事業シナ
ジー」を目的としていることが示されています。 

このシナジー（エコシステム）は、以下の3つの異なるIP（無形資産・有形資産）の「戦略的結合」に
よって創出されると分析されます。 

1.​ 三菱地所のIP（リアルアセット＋信頼）：​
同社が130年以上にわたり開発・運営してきた「東京・丸の内」⁴をはじめとする、膨大な「リアル
アセット（物理的な場）」。これらは、ポップアップストア、展示会、コンサート、文化イベントなどを

開催可能な、高い集客力とブランド力（信頼）を持つ物理空間IPです。三菱地所グループは、こ
れらの「保有アセットの有効活用やまちの魅力向上」⁴という経営ニーズ（課題）を持っていまし
た。 

2.​ b.stageのIP（デジタルプラットフォーム＋ノウハウ）：​



bemyfriends社が提供する「オールインワン型のファンダムプラットフォーム「b.stage」」⁴。これ
は、アーティストやクリエイターがファンコミュニティを運営し、コンテンツ配信、オンラインストア、

ライブ配信などを行える**「デジタルの場」と、グローバル市場でファンを熱狂させる「ファンダム
運営ノウハウ（データ）」**という、強力なデジタルIPです。 

3.​ IPの融合（＝統合的エコシステムIP）：​
今回の戦略的投資は、三菱地所の**「① リアルIP」と、b.stageの「② デジタルIP」を戦略的に
結合**させ、新たな「③ 体験価値IP」を協創することを最大の目的としています⁴。 

価値創出のメカニズム（推察）： 
この「リアル×デジタル」のIP融合によって、どのような新しい価値（＝新たな収益源¹）が生まれるので
しょうか。 
例えば、あるアーティストが「b.stage」（デジタルIP）上でグローバルなファンコミュニティを運営し、新
曲を発表したとします。その直後に、「BRICKS FUND TOKYO」の連携（エコシステムIP）を通じて、東
京・丸の内（リアルIP）で、そのアーティストの限定ポップアップストアや、b.stage会員限定のミニコン
サートが開催される、という流れがシームレスに実現可能になります。 

ファン（顧客）は、オンライン（b.stage）でコミュニティに所属し、オフライン（丸の内）でリアルなイベン
トに参加するという、「立体的で没入的な体験価値」⁴を得ることができます。 

三菱地所（およびb.stage）は、このエコシステム全体から収益を得る機会が生まれます。オンライン
でのb.stage利用料（サブスクリプション）やデジタルコンテンツ販売（レベニューシェア）に加え、オフ
ラインでのポップアップストアの売上（歩合賃料）や、イベントによる丸の内エリア全体の集客力向上

（エリアの資産価値向上）といった、デジタルとリアルの両面からの収益が期待できます。 

これは、「所有から体験、さらには価値消費へと変化するファンダムトレンド」⁴を先取りした動きであ
り、自社の「リアルIP」の価値を最大化するために、戦略的に外部の「デジタルIP」を取り込み、両者
を結合させて新たな「体験価値IP（エコシステム）」を創出・運営するという、21世紀の不動産デベロッ
パーにおける、極めて高度な知財戦略の完成形の一つであると分析されます。 

当章の参考資料 

1.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf 
2.​ https://inspiredlab.jp/ 
3.​ https://inspiredlab.jp/innovation-service 
4.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html 

 

詳細分析④：ブランドIP（伝統的知財の防衛的活用） 
 

本章では、前章までで分析してきたBIM（プロセスIP）、Machi Pass（データIP）、CVC（エコシステムIP
）といった先進的な「無形資産IP」とは対照的に、商標権に代表される「伝統的IP」について分析しま

https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf
https://inspiredlab.jp/
https://inspiredlab.jp/innovation-service
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html


す。三菱地所の戦略において、これら伝統的IPは、単独で収益を生む「攻め」のIPというよりも、先進
的なIP戦略全体を支え、そのブランド価値と事業領域を保護するための「基盤IP」または「防衛的IP」
として、極めて重要な役割を果たしていると推察されます。 

 

商標出願の全体動向 
 

商標データベース（ブランドテラス、日本国特許庁の公開商標公報・登録商標公報に基づく）¹の分析
によれば、三菱地所株式会社およびその中核的なグループ会社である三菱地所レジデンス株式会

社は、自社の基幹事業領域において、積極的な商標出願人（商標権者）であることが確認されます。 

特に、不動産デベロッパーの中核的なサービス（指定役務）である「商業用建物の貸与」¹という分野
に着目すると、以下の事実が確認されます。 

●​ 三菱地所レジデンス株式会社は、同分野において22件の商標（出願・登録）を保有しています¹²
。 

●​ 三菱地所株式会社は、同分野において21件の商標（出願・登録）を保有しています¹²。 

これらの件数は、同分野の出願人ランキングにおいて上位に位置しており¹、三菱地所グループが自
社のコアビジネスである不動産賃貸・開発・分譲において、ブランド（商号およびサービスマーク）の

法的保護を重視する、堅実かつ網羅的な「防衛的IP戦略」を継続的に実行していることを示していま
す。近年の出願件数も増加傾向にあり¹、事業の多角化や新ブランドの展開に伴い、防衛すべきIPの
範囲も拡大していることが推察されます。 

 

中核となる出願区分（事業領域の保護） 
 

商標権の分析において重要なのは、単なる件数ではなく、どの「区分（事業領域）」で権利を確保して

いるかです。「商業用建物の貸与」に関連する商標出願で、最も多く指定されている商標区分（指定

商品・指定役務の分類）は、以下の3つの区分に集中しています¹²。 

1.​ **第36類（金融、保険、不動産）**¹²​
これは、三菱地所のまさに中核事業（コア・コンピタンス）を保護する最重要区分です。具体的に

は、「不動産の管理」「不動産の売買」「不動産の仲介」「建物の貸与」といった役務が含まれま

す。 
2.​ **第37類（建設、工事、修理）**¹²​
これは、デベロッパーのバリューチェーンの上流にあたる「開発・建設」フェーズを保護する区分

です。「建築工事」「建設工事」といった役務が含まれ、特に三菱地所設計（MJD）の事業（BIM
を活用した設計・工事監理）とも密接に関連します。 

3.​ **第35類（広告、事業、卸売）**¹²​



これは、開発・賃貸後の「運営・マネジメント」フェーズを保護する重要な区分です。商業施設

（例：丸ビル、マークイズ）の運営、ビルの管理運営（プロパティマネジメント）、広告事業、イベン

トの企画・運営（エリアマネジメント）といった役務が含まれます。 

この「35類・36類・37類」という3つの区分への集中的な出願戦略は、不動産デベロッパーとしての事
業バリューチェーン全体、すなわち「開発・建設（37類）」→「賃貸・売買（36類）」→「運営・管理（35
類）」という一連の流れを、商標権という法的権利によって網羅的かつ隙間なく保護しようとする、明

確な戦略的意図の表れであると分析されます。 

 

主要ブランドIPと無形資産ポートフォリオの連関 
 

三菱地所グループが保有するこれらの伝統的ブランドIPは、独立して存在するのではなく、前章まで
に分析した「プロセスIP」「データIP」「エコシステムIP」といった先進的な無形資産ポートフォリオと、相
互に補完しあう「信頼の礎」として機能していると考えられます。 

●​ 「ザ・パークハウス（The Parkhouse）」との連関：​
「ザ・パークハウス」は、三菱地所レジデンスが展開する基幹的な分譲マンションブランドであ

り、「一生ものに、住む。」³⁴という強力なブランドメッセージを発信しています。商標DBの分析に
おいて、「商業用建物の貸与」に関連する代表的な文字商標として「ＰＡＲＫ」（3件）¹²が挙げられ
ており、これは「ザ・パークハウス」ブランド群（例：「ザ・パークハウス アーバンス」など派生ブラ
ンドを含む）の法的保護と強く関連している可能性が高いと推察されます。この強力なブランドIP
（信頼）があるからこそ、顧客（購入者）は高額な住宅を購入し、その後の管理サービス（例：

Machi Passとの連携）を受け入れると考えられます。 
●​ 「丸の内」との連関：​
「丸の内」は、三菱地所にとって単なる地名や保有アセットの集積地ではなく、130年以上にわ
たり築き上げてきた「まちづくり」の思想そのものを体現する、最強のブランドIPです。この「丸の
内」という圧倒的なブランド（信頼・格調）があるからこそ、ワーカーや来街者は安心して「丸の内

ポイントアプリ」⁵を利用し、自らの「利用履歴や位置情報」⁶といった貴重なデータIPを（無意識的
にせよ）Machi Passプラットフォームに提供するのです。もしこれが、信頼の低い無名のブランド
が運営するプラットフォームであれば、これほどの規模のデータIP収集は不可能であったと推察
されます。 

●​ 「TOKYO TORCH」との連関：​
「TOKYO TORCH」⁷は、次世代の日本を象徴するランドマークとして開発が進む、新しいプロジェ
クトブランドIPです。そして、このプロジェクトは同時に、MJDが「フルBIM」⁷（＝プロセスIP）を適
用し、最先端の設計技術（例：脱炭素設計）を実装する「技術ショーケース」でもあります。この

場合、ブランドIP（TOKYO TORCH）の価値は、プロセスIP（BIM）によって裏打ちされ、逆にプロセ
スIPの先進性は、ブランドIPを通じて社会に発信されるという、相互補完関係が成立していま
す。 

このように、三菱地所の伝統的知財（ブランドIP）は、データIP（Machi Pass）やプロセスIP（BIM）の
「信頼の担保」として機能し、ユーザーがデータを提供したり、新しい技術を受け入れたりする際の心



理的障壁を引き下げる、極めて重要な触媒的役割を果たしていると結論付けられます。 
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競合比較 
 

本章では、三菱地所の知財・DX戦略（無形資産ポートフォリオ戦略）を、日本の不動産デベロッパー
業界における主要な競合他社、すなわち三井不動産、森ビル、東急不動産ホールディングスの戦略

と比較分析します。公開されている各社のDX方針、プラットフォーム構想、および組織的アプローチ
を対比することで、三菱地所の戦略の独自性、優位性、そして潜在的な課題を浮き彫りにします。特

に、各社が次世代の競争優位の源泉と見据える「都市OS（データプラットフォーム）」の構築アプロー
チと、それを支える「人財（無形資産）」へのアプローチの違いに焦点を当てます。 

 

「都市OS」を巡るプラットフォーム戦略の比較 
 

21世紀の不動産デベロッパーにとって、物理的な「まち」の運営・管理（エリアマネジメント）と、デジタ
ル上の「プラットフォーム」の運営・管理は、表裏一体の経営課題となりつつあります。この「都市OS
（オペレーティングシステム）」とも呼べるデータプラットフォームの構築において、各社のアプローチ

には明確な戦略的差異が観測されます。 

●​ 三菱地所：「オープン・エコシステム型」​
前章までに分析した通り、三菱地所の戦略は「Machi Pass」¹という共通ID（OS）を中核に据えて
います。その最大の特徴は、自社単独でサービスを抱え込むのではなく、「Inspired. Lab」²（協
創）やCVC「BRICKS FUND TOKYO」³（投資）を通じて、スタートアップやパートナー企業（例：
b.stage³）を積極的にエコシステムに取り込み、プラットフォーム上で提供されるサービス（体験
価値）を外部の力も活用して拡充しようとする、「オープン・エコシステム型」の志向が強い点に

あると推察されます。これは、丸の内、みなとみらい、大阪など、広範なエリアに展開する自社

アセットを、オープンな協創の「場」として提供する戦略とも言えます。 
●​ 森ビル：「垂直統合・エリア限定型」​
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森ビルのアプローチは、三菱地所とは対照的に見えます。同社は「都市のデジタルプラット

フォーム」として「ヒルズネットワーク」⁴⁵を開発し、「ヒルズID」と「ヒルズアプリ」⁴を提供していま
す。この戦略の核心は、六本木ヒルズ、虎ノ門ヒルズ、そして麻布台ヒルズ⁴⁵といった、同社が
圧倒的な密度で開発・管理する特定の「ヒルズ」エリア（超高密度アセット）内において、居住者・

ワーカー・来街者の体験をシームレスに統合することにあると見られます。これは、エリア内の

あらゆるサービス（商業、オフィス、住宅、文化施設）を自社のプラットフォーム（ヒルズネットワー

ク）上で垂直統合的に管理・提供することで、他に類を見ない高付加価値な「ヒルズライフ」を実

現しようとする、「垂直統合・エリア限定型」のクローズドな都市OS戦略であると分析されます。 
●​ 三井不動産：「既存アセット連携・広範型」​
三井不動産は、2024年8月に新たなグループDX方針「DX VISION 2030」⁶⁷を策定しました。同
社の強みは、オフィスビル（丸の内に対抗する日本橋・八重洲・霞が関）、商業施設（ららぽー

と、三井アウトレットパーク）、ホテル（三井ガーデンホテルズ）、住宅（パークコート、パークホー

ムズ）といった、多岐にわたる事業（アセットタイプ）において、日本全国に広範な顧客接点（リア

ルアセット）を保有している点にあります。​
同社の「DX VISION 2030」は、この広範な既存アセットの価値を「リアル×デジタル」⁶で最大化
することに重点を置いています。具体的には、「住宅・商業・ホテルの3事業におけるポイントの
相互利用や会員ステータスに応じた特典付与」⁶といった、既存の巨大な顧客基盤と事業間（ア
セット間）の連携をデジタル・プラットフォームで強化するアプローチです。これは、特定の「都市

OS」をゼロから構築するというよりも、広範に存在する既存アセット群をデジタルで繋ぎ合わせ
る「既存アセット連携・広範型」のプラットフォーム戦略であると推察されます。柏の葉スマートシ

ティにおける「柏の葉データプラットフォーム」⁷（15の参照情報）のような先進的な都市OSの取り
組みも進めており、両利きのアプローチを試みていると見られます。 

 

「DX人財」という無形資産へのアプローチ比較 
 

「都市OS」という「システムIP」を構築・運用するためには、それを担う「人財（ヒューマンキャピタル）」
という、もう一つの重要な無形資産が不可欠です。この「DX人財」の育成・確保に関しても、各社の戦
略的スタンスに違いが見られます。 

●​ 東急不動産ホールディングス：「人財育成・組織変革」重視型​
東急不動産ホールディングスは、DX戦略において「人財」を最重要の無形資産の一つとして明
確に（競合他社以上に強く）位置づけている点が極めて特徴的です。長期ビジョン「GROUP 
VISION 2030」⁸において「DX」を全社方針の一つに掲げ、その実行を担う「ブリッジパーソン」
（ビジネスとデジタルの橋渡し人財）の育成に注力しています。​
2025年度末までにDX推進人財の目標人数を6,000人⁸と具体的に設定し、その達成に向け、
日本総合研究所と共同で実践的な地域課題解決プログラム「HD-X」⁸⁹を開始しています。この
プログラムは、座学に留まらず、北海道石狩市のデータセンター事業⁸といった実際のフィールド
ワークを通じ、ビジネスモデル変革を構想する能力を養うものです。これは、システム（プラット

フォーム）構築以前に、まず「人財育成」と「組織変革」こそがDXの成否を分けるという、強い意
志の表れであると分析されます。 



●​ 三井不動産：「人財育成・システム」両輪型​
三井不動産の「DX VISION 2030」⁶もまた、「AI/デジタル人材変革」⁶をプラットフォーム構築と並
ぶ戦略の柱として明確に掲げており、東急不動産のアプローチと類似する側面を持ちます。​
特に注目すべきは、単なる研修（「MEDiA」¹⁰のような）に留まらず、人事異動を伴う具体的な育
成制度を導入している点です。ITエキスパート職が事業部門へ異動する「ビジネスインターン制
度」⁶や、事業部門の総合職がDX本部へ異動する「DXトレーニー制度」⁶を2024年10月より開始
しました。これは、組織の壁（事業部門とIT部門のサイロ）を物理的に破壊し、両方の知見を併
せ持つ「DXビジネス人材」を意図的に創出しようとする、極めて本質的な人財IP戦略です。
2030年までに社員（総合職、ITエキスパート職）の25%を「DXビジネス人材」へ育成する⁶とい
う、野心的な数値目標も掲げています。 

●​ 三菱地所：「プラットフォーム構築」先行型（に見えるが人財育成も追随）​
三菱地所の公開情報（本レポートの分析対象）からは、「Machi Pass」¹や「BIM/DT」¹¹といった
「プラットフォーム（システム）IP」の構築・活用が、戦略の中心としてより強く打ち出されている印
象を受けます。​
しかし、これは人財育成を軽視していることを意味しません。19の分析によれば、三菱地所も
2022年10月に、グループ社員（約1万人）を対象としたDX人財育成プログラム「MEDiA（MEC 
Digital Academy）」¹⁰を開設し、全グループ社員の知見を高めるための研修を開始しています。​
ただし、三井不動産や東急不動産が打ち出す「具体的な人事制度の変革」や「数千人規模の育

成目標」といった、ラディカルな「ヒューマンキャピタルIP戦略」に関する言及は、現時点の公開
情報からは限定的であり、戦略的スタンスの違い（あるいは情報開示のスタンスの違い）が推

察されます。 

 

競合比較分析表（「都市OS」と「無形資産」へのアプローチ） 
 

比較軸 三菱地所 三井不動産 森ビル 東急不動産HD 

戦略スローガン 三菱地所デジタ

ルビジョン¹ 
DX VISION 
2030⁶ 

ヒルズネット

ワーク（都市OS
）⁴ 

GROUP VISION 
2030⁸ 

中核プラット

フォーム 
Machi Pass
（共通ID）¹ 

デジタル・プラッ

トフォーム（3事
業ポイント連携

等）⁶ 

Hills Network
（ヒルズID/App）
⁴ 

（プラットフォー

ムより人財戦略

を強調） 

戦略的重点（推

察） 
プラットフォーム

IP（Machi Pass
）と 

ヒューマンキャ

ピタルIP（DX人
財育成）と 

垂直統合型プ

ラットフォームIP 
 

ヒューマンキャ

ピタルIP 
 



 
エコシステムIP
（CVC・協創）¹³ 

 
既存アセット連

携（全国・多事

業）⁶ 

（特定高密度エ

リア限定）⁴⁵ 
（ブリッジパーソ

ン育成）⁸⁹ 

独自IP・アセット BIM/DT融合ノ
ウハウ（MJD）¹¹ 
 
CVC（BRICKS 
FUND）³ 
 
Inspired. Lab² 

＆Chat（自社AI
）⁶ 
 
DXトレーニー制
度⁶ 
 
広範な3事業
（住・商・ホ）顧

客データ⁶ 

麻布台・虎ノ門

等の 
 
超高密度アセッ

ト⁴⁵ 

HD-X（実践的
人財育成プログ

ラム）⁹ 
 
6,000人の育
成目標⁸ 

アプローチ（比

喩） 
オープン・エコシ

ステム型 
既存アセット連

携・人財両輪型 
垂直統合・エリ

ア限定型 
人財育成・組織

変革重視型 
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リスク・課題（短期・中期・長期） 
 

本章では、三菱地所が推進する先進的な知財戦略（無形資産ポートフォリオ）が、その革新性ゆえに

直面する潜在的なリスクと課題について、短期・中期・長期の3つの時間軸で分析します。これらのリ
スクは、戦略の実行フェーズにおいて適切に管理・ヘッジされなければ、築き上げた無形資産の価
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値を毀損し、企業の信頼性に重大な影響を与える可能性があります。 

 

短期リスク：データガバナンスとIP管理の実行 
 

短期的なリスクは、主に戦略の「実行」と「管理」の側面に潜んでいます。特に、日々蓄積されるデー

タIPと、オープンイノベーションに伴うIPの取り扱いです。 

●​ プライバシーとセキュリティ（データIPの防衛）:​
中核プラットフォームである「Machi Pass」¹は、その機能上、「ユーザーの利用履歴や位置情報
などのデータ」¹を収集します。これらの「動的な行動データIP」は、無形資産ポートフォリオの価
値の源泉であると同時に、企業が抱える最大のリスク要因（アキレス腱）でもあります。​
万が一、これらのセンシティブな個人データが外部からのサイバー攻撃によって漏洩した場合、

あるいは内部の不適切な取り扱い（例：目的外利用）が発覚した場合、その影響は甚大です。

想定される被害は、巨額の損害賠償や規制当局による課徴金といった法的な制裁に留まりま

せん。それ以上に、「三菱地所」および「丸の内」という、130年をかけて築き上げてきた「ブラン
ドIP」²の信頼が、一瞬にして失墜する可能性があります。​
ユーザーが「Machi Pass」を信頼しなくなった瞬間、データIPの収集は停止し、「価値変換エンジ
ン」としてのプラットフォーム戦略は根底から崩壊します。このため、三菱地所が公表している

「最高情報セキュリティ管理責任者（CISO）とセキュリティ推進組織」¹によるサイバーセキュリ
ティ体制の強化は、単なるコンプライアンス対応ではなく、無形資産戦略の存続を左右する最

重要の防衛活動であると言えます。 
●​ オープンイノベーションにおけるIP漏洩・帰属問題（協創IPの管理）:​
「Inspired. Lab」³のようなオープンイノベーション拠点は、イノベーションを加速させる「協創の
場」であると同時に、知財（技術、ノウハウ、事業アイデア）の「意図せぬ流出」が発生しやすい、

高リスクな環境でもあります。​
大企業の開発ニーズと、スタートアップの核心技術（コアIP）が日々交錯する中で、秘密保持契
約（NDA）の管理や、共同で生み出された発明（共同開発IP）の帰属、優先実施権などに関する
厳格かつ公平なルールメイキングが不可欠です。​
分析によれば、Inspired. Labの設立発表資料³には、これらの「IPの具体的な取り扱い」に関す
る詳細な言及が確認されませんでした。これは、協創の初期障壁を下げるための柔軟な運用

（前述）である可能性がありますが、同時に、参加企業間のIPトラブルが発生した場合のガバナ
ンス体制が、短期的な運用上の課題となる可能性を示唆しています。 

 

中期リスク：IPポートフォリオの「サイロ化」 
 

中期的な（今後3〜5年程度の）最大の課題は、三菱地所グループが個別に構築している強力な無
形資産（IP）ポートフォリオ群が、組織的・技術的に連携できずに「サイロ化（T silo-ization）」するリ



スクであると推察されます。 

本レポートの分析によれば、三菱地所の無形資産ポートフォリオは、主に以下の3つの異なる組織・
文脈によって、それぞれ強力に推進されています。 

1.​ プロセスIP： 三菱地所設計（MJD）の「DX推進部」⁶が推進する「BIM/デジタルツイン」⁷。 
2.​ データIP： 三菱地所本体のDX推進部門¹が推進する「Machi Pass」¹。 
3.​ エコシステムIP： CVC（BRICKS FUND TOKYO）⁴や「Inspired. Lab」³が推進する「スタートアップ
連携」。 

これらは個々に見れば非常に強力ですが、その真価は、これらが「統合」されることによって初めて

最大化されます。逆に、これらが「サイロ化」した場合、戦略全体が非効率化し、価値が半減するリス

クがあります。 

例えば、以下のような「サイロ化」シナリオが中期的に懸念されます。 

●​ シナリオA（プロセスIP vs データIP）： MJDが「TOKYO TORCH」⁸の完璧な「デジタルツイン」⁷を
BIMデータ⁶で構築したとしても、そのデジタルツイン上を流れる「リアルタイムの人流データ」
が、三菱地所本体の「Machi Pass」¹のデータベースと技術的・組織的・権限的に「結合」できな
ければ、そのデジタルツインは「生きたOS」ではなく「精巧な模型（過去のデータ）」に過ぎなく
なってしまいます。 

●​ シナリオB（データIP vs エコシステムIP）： CVCが投資した「b.stage」⁴（ファンダム）のユーザー
が、丸の内でイベントに参加する際、別途「Machi Pass」¹の登録（あるいは顔認証¹）を求められ
る仕様であった場合、そこでUXは分断され、「シームレスな体験」⁴というエコシステム戦略の根
幹が損なわれます。 

この「サイロ化」リスクは、三菱地所の経営層も強く認識している可能性が高いと考えられます。なぜ

なら、前章で分析したMJDの組織改正、すなわち**「BIM推進室」を「R&D推進部」から「DX推進部」
へ移管**⁶した一手は、まさにこの「サイロ化」リスクを回避し、プロセスIP（BIM）と全社DX戦略（デー
タIPとも連携）を組織的に一体化させるための、極めて戦略的な「アンチ・サイロ」施策であったと分
析できるからです。 

 

長期リスク：「都市OS」間競争の敗北（デファクトスタンダードの喪失） 
 

長期的に（今後5〜10年以上の）最も重大かつ不可逆的なリスクは、前章の競合比較で示した「都市
OS」のデファクトスタンダード（事実上の標準）を巡る競争に敗北することです。 

現在、三菱地所（Machi Pass）¹、森ビル（Hills Network）⁹、三井不動産（デジタル・プラットフォーム）¹⁰
は、それぞれ異なるアプローチで自社の「都市OS」を構築しています。この競争は、単なる「どのアプ
リが使いやすいか」というレベルの競争ではありません。これは、21世紀の都市生活における「基盤
（プラットフォーム）」を誰が握るか、という「勝者総取り（Winner-take-all）」の性質を帯びた、覇権



（ヘゲモニー）争いであると推察されます。 

プラットフォームビジネスの鉄則は、「ネットワーク効果」です。より多くのユーザー（ワーカー、来街

者）が集まるプラットフォーム（OS）には、より多くのサービス（テナント、スタートアップ、サードパー
ティ開発者）が集まります。そして、より多くのサービスが集まることで、プラットフォームの利便性（

UX）がさらに向上し、さらに多くのユーザーが集まる、という正のフィードバックループ（フライホイー
ル）が働きます。 

この長期的な競争において、もし競合である森ビルの「Hills Network」⁹や、三井不動産の「デジタ
ル・プラットフォーム」¹⁰が、三菱地所の「Machi Pass」¹よりも先に、この「ネットワーク効果」の臨界点
（ティッピング・ポイント）を超え、デファクトスタンダードとしての地位を確立した場合、三菱地所が被

るダメージは計り知れません。 

魅力的なサービスが競合OSに集中することで、「Machi Pass」は魅力のないプラットフォームと化し、
ユーザーとテナントが徐々に流出していく可能性があります。 

その結果、三菱地所は「データIP」（21世紀の石油とも言われる、最も価値のある無形資産）の囲い
込みに失敗し、データIPの源泉（＝プラットフォーム）を失うことになります。これは、BIM/DT（プロセス
IP）がいかに優れていても、収集するデータ（データIP）がなければ、その価値は半減することを意味
します。 
この長期リスクが顕在化した場合、三菱地所は、DXによる「新たな収益源の獲得」¹というビジョンを
果たせず、再び「物理的なビルを貸す」だけの伝統的な不動産屋へと後退（あるいは、競合OSの上
で動く一テナントへと転落）する可能性さえ、ゼロではないと考えられます。 

当章の参考資料 

1.​ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 
2.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec210623_digitalvision.pdf 
3.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf 
4.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html 
5.​ https://www.mjd.co.jp/files/news_detail/file/816/file.pdf 
6.​ https://www.mjd.co.jp/files/news_detail/file/816/file.pdf 
7.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26064/ 
8.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26069/ 
9.​ https://www.mori.co.jp/press/release/post_590/ 
10.​https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2024/0805/ 

 

今後の展望（政策・技術・市場動向との接続） 
 

本章では、三菱地所が構築を進める知財（無形資産）ポートフォリオが、今後のマクロトレンド（政策、
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https://www.mjd.co.jp/projects/26064/
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https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2024/0805/


技術、市場）の変化とどのように接続し、どのような機会を創出し、どのような進化の可能性があるか

を展望します。これまでの分析で明らかになった同社の戦略的アセット（BIM/DT、Machi Pass、エコ
システム）は、これらのマクロトレンドと連動することで、その価値を飛躍的に高めるポテンシャルを

秘めていると推察されます。 

 

政策動向との接続（ESGと無形資産評価） 
 

今後の政策動向として、企業価値の評価軸が、従来の財務情報（有形資産）中心から、ESG（環境・
社会・ガバナンス）や知的財産（無形資産）へとシフトしていく流れは、不可逆的であると見られます。 

背景の章で述べた通り、日本政府の「知的財産推進計画2021」¹は、まさにこの流れを強力に後押し
するものです。同計画は、投資家や金融機関が企業の「無形資産（知財）」への投資・活用戦略を適

切に評価し、それを「ESG投資」の呼び水とすることを明確に促しています¹。 

今後の展望（機会）: 
三菱地所は、この政策的追い風を最大限に活用できるポジションにいると考えられます。本レポート

で分析した同社の無形資産ポートフォリオは、ESGの各側面と極めて高い親和性を持っているから
です。 
●​ E（環境）: MJDが推進する「フルBIM」²は、シミュレーションを通じた「脱炭素設計」²やエネル
ギー効率の最適化に直結します。これは「プロセスIP」が「環境（E）」に貢献する明確な事例で
す。 

●​ S（社会）: 「ロボットフレンドリー」実証実験³（デジタルツインIP）は、将来の人手不足社会（社会
課題）に対応するまちづくりです。また、「Machi Pass」⁴による人流の最適化は、混雑緩和や安
全性向上（社会）に寄与します。 

●​ G（ガバナンス）: 「Machi Pass」⁴の運用に伴う「データガバナンス」¹の強化や、「Inspired. Lab」⁵
を通じた「スタートアップ支援」¹（知財推進計画2021の重点施策）は、ガバナンス（G）および社会
（S）への貢献そのものです。 

したがって、三菱地所は今後、これらの無形資産（IP）ポートフォリオの活動と成果を、ESGの観点か
ら戦略的に「再編集」し、統合報告書やサステナビリティレポートを通じて投資家（特にESG投資家）
に積極的に開示・対話していくことが可能です。 
これにより、従来型の「不動産（有形資産）の時価評価」に依存した企業価値評価に加え、「無形資

産（IP）が創出するESG価値」という新しい評価軸を獲得し、競合他社に対する差別化と、持続的な資
金調達力の強化（＝企業価値の向上）が期待されます。 
 

技術動向との接続（「実証」から「商用」へのスケールアップ） 
 

三菱地所は、BIM/DTやメタバースといった最先端技術の「実証」において、顕著な成果（IP）を生み



出しています。今後の展望は、これらのIPをいかに「商用」へとスケールアップ（規模拡大・横展開）さ
せ、直接的な収益源へと進化させていくかにかかっています。 

●​ デジタルツイン（BIM+DT）の展望：​
現在、「ロボットフレンドリー」実証実験³は、丸の内という「テストベッド」で成功を収めた段階で
す。この実験で確立された「屋内外データ融合IP」³は、極めて価値の高い技術的資産です。​
今後の展望としては、まず、この「データ融合IP」を、三菱地所が開発・運営する他のエリア（例：
みなとみらい（Machi Passの対象エリア⁴）、大阪・うめきた、あるいは海外のプロジェクト）へ横
展開（スケールアップ）することが考えられます。​
さらに、その先には、構築したデジタルツイン環境（ロボット走行ルートマップ）を、単に自社のロ

ボット（あるいは提携先のWHILL⁵など）が利用するだけでなく、外部の物流事業者、警備会社、
清掃ロボットベンダーなどに対して、「ナビゲーション・ライセンス」としてAPI提供・販売する、とい
うIPそのものの直接収益化の道も視野に入ると推察されます。 

●​ メタバース（4D Marunouchi）の展望：​
Fortnite上に構築された「4D Marunouchi」⁶は、現在（2024年時点）の分析では、主に「ブランド
IP」「リクルーティングIP」としての活用（間接的価値）に留まっています。​
しかし、この「デジタルアーカイブIP」は、他の無形資産と結合することで、直接的な収益を生む
可能性があります。例えば、CVCの投資先であるファンダム・プラットフォーム「b.stage」⁷と連携
し、メタバース空間（4D Marunouchi）での限定バーチャルイベントを開催し、デジタルアイテム
（例：震災前の丸ビルを模したアバター衣装）を販売するなど、「体験IP」の直接収益化へと進化
する可能性が考えられます。 

 

市場動向との接続（「場を貸す」から「OSを運営する」へ） 
 

現代の市場（特にミレニアル世代やZ世代）は、モノ（商品）を「所有」することよりも、そこでどのような
「体験」ができるか、どのようなコミュニティに「所属」できるか、といった「体験の経済（Experience 
Economy）」を重視する傾向が強まっています。 

今後の展望（ビジネスモデルの進化）： 
この不可逆的な市場動向に対し、三菱地所の知財戦略（特にエコシステムIP）は、完璧に対応しよう
としていると見られます。 
CVCによる「b.stage」への投資⁷は、その象徴です。これは、三菱地所のビジネスモデルが、もはや
「コンサートホール（物理アセット）」を貸すだけの伝統的な不動産業（＝場を貸すビジネス）に留まら

ないことを示唆しています。 
b.stageとの連携⁴により、三菱地所は、「ファンダム（デジタルIP）」の運営と「イベント（体験IP）」の企
画・実施に、プラットフォーム運営者（あるいはエコシステム主催者）として深く関与していくことになり

ます。 
この動きが加速・進化した先に見えるのは、三菱地所のビジネスモデルの根本的な変革です。 
すなわち、基盤となる「賃料収入」（有形資産からのリターン）に加え、都市OS「Machi Pass」⁴上で展
開される無数のサードパーティ・サービス（例：モビリティ、ヘルスケア、エンターテイメント、b.stageの



ファンイベント⁷）の取引から、手数料（レベニューシェア）を得るという、「プラットフォーム事業者」とし
ての新たな収益モデルの確立です。 
この「OS運営者」への進化こそが、同社の無形資産ポートフォリオ戦略が目指す、長期的な事業展
望であると推察されます。 

当章の参考資料 

1.​ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku20210713.pdf 
2.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26069/ 
3.​ https://www.mjd.co.jp/projects/26064/ 
4.​ https://www.mec.co.jp/service/dx/ 
5.​ https://www.mec.co.jp/news/archives/mec190201_Inspired.Lab.pdf 
6.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000131799.html 
7.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000049.000145316.html 

 

戦略的示唆（経営・研究開発・事業化の観点） 
 

本章では、これまでの詳細な分析に基づき、三菱地所がその強力かつ多層的な知財（無形資産）

ポートフォリオの価値を将来にわたって最大化するために、取り得る具体的なアクション（戦略的示

唆）を、「経営」「研究開発（MJD）」「事業開発」の3つの異なる観点から提言します。これらの示唆
は、特に「サイロ化」のリスクを回避し、「都市OS」間競争に勝利するための戦略的選択肢として提示
されます。 

 

経営層への示唆（無形資産の「評価」と「統合」） 
 

経営層（トップマネジメント）の役割は、個別のIPを開発することではなく、ポートフォリオ全体を「評
価」し、そのシナジー（相互作用）を「統合」設計することにあると見られます。 

●​ 示唆1：無形資産（IP）の経営KPI（重要業績評価指標）化。​
現在の不動産デベロッパーの経営評価は、依然として「営業収益」「営業利益」といった財務指

標や、「保有面積」「賃料坪単価」「稼働率」といった物理アセット（有形資産）に関するKPIが中心
であると推察されます。​
しかし、同社の戦略が無形資産（IP）へとシフトしているのであれば、その経営ダッシュボードも
変革されるべきです。具体的には、「Machi PassのMAU（月間アクティブユーザー数）」「Machi 
Pass経由の経済圏売上高」「デジタルツインのカバレッジ率（全保有床面積比）」「エコシステム（
CVC・協創）からの派生収益」といった、無形資産の価値と成長を直接測定する新しい経営KPI
を策定し、従来の財務KPIと同等、あるいはそれ以上に重視して経営の意思決定（例：投資配
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分）の基準に組み込むことが推奨されます。​
これは、日本政府が「知的財産推進計画2021」¹で提唱する「知財の投資・活用を促すメカニズ
ムの構築」¹を、三菱地所が経営レベルで率先して実践することを意味し、投資家（特にESG投
資家）への強力なメッセージとなります。 

●​ 示唆2：「CIPO（最高IP責任者）」機能の設置によるポートフォリオの統合。​
本レポートの分析によれば、三菱地所の無形資産ポートフォリオは、複数の強力な組織によっ

て推進されています。 
○​ プロセスIP → 三菱地所設計（MJD）の「DX推進部」² 
○​ データIP → 三菱地所本体の「DX推進部」³ 
○​ エコシステムIP → 「BRICKS FUND TOKYO」⁴および「Inspired. Lab」⁵ 
○​ ブランドIP → 法務部、広報部、各事業部（例：レジデンス）⁶​
これらは個々に強力であるがゆえに、中期的には「サイロ化」するリスク（前述）をはらんで

います。​
この重大なリスクを回避し、ポートフォリオ全体のシナジー（例：BIM²とMachi Pass³と
b.stage⁴のデータ連携）を最大化するため、これらの全社の無形資産ポートフォリオを経営
レベルで横断的に統括・管理し、その戦略的統合を設計する「CIPO（Chief Intellectual 
Property Officer）」またはそれに準ずる役職・委員会（例：IP戦略統合室）を設置すること
が、有効な一手である可能性があります。この機能は、単なる知財法務（防衛）に留まら

ず、IPの「価値評価」と「戦略的結合（サイロ化の防止）」に責任を持つべきであると推察さ
れます。 

 

研究開発（MJD）への示唆（「設計」から「運用」への拡大） 
 

三菱地所設計（MJD）は、もはや単なる「設計事務所」ではなく、グループ全体の「技術IPファクト
リー」としての役割を期待されていると見られます。 

●​ 示唆3：MJDの役割再定義：「デジタルツイン・ファクトリー」へ。​
MJDのコアコンピタンスは、BIM（プロセスIP）を活用して優れた「建物を設計（Design）する」²こ
とでした。しかし、その役割は、戦略的により広範なものへと進化すべき岐路にあると推察され

ます。​
「ロボットフレンドリー」実証実験⁷や「4D Marunouchi」⁸で示された卓越したBIM/3Dモデリング技
術を活かし、今後は、三菱地所グループが保有する**全ての物理アセット（既存ビル、開発中ビ
ル、管理ビル）**の「デジタルツインを網羅的に構築し、リアルタイムデータ（Machi Passの人流
など）と連携させ、その鮮度を維持・運用・更新し続ける」という、「デジタルツイン・ファクトリー

（量産・運用工場）」としての役割を担うべきであると推察されます。これは、単発の「設計」業務

から、継続的な「運用」業務へと、MJDのビジネスモデル自体を拡大させることを意味します。 
●​ 示唆4：「BIMデータ融合」ノウハウのサービス化（外販）。​
「ロボットフレンドリー」実証実験⁷で実証された、「屋内外のBIM/3Dデータの融合ノウハウ」は、
極めて模倣困難かつ価値の高い「技術IP」です。​
この貴重なIPを、三菱地所グループ内での利用（例：丸の内、みなとみらい）に限定することは、



そのポテンシャルを最大限に活かしているとは言えない可能性があります。​
むしろ、この技術IPをパッケージ化し、他の不動産デベロッパー、スマートシティを推進する地方
自治体、あるいはゼネコンやインフラ管理会社に対して、「デジタルツイン構築支援サービス」や

「BIM/3Dデータ融合コンサルティング」として積極的に外販・ライセンス化することも、MJD（ひい
ては三菱地所グループ）の新たな収益源となり得ると考えられます。これは、自社の「プロセス

IP」を「SaaS（Software as a Service）」あるいは「PaaS（Platform as a Service）」として他社に
提供する、という新しいビジネスモデルへの挑戦を意味します。 

 

事業開発（Machi Pass・CVC）への示唆（「OS」としての行動変革） 
 

「Machi Pass」とCVCは、三菱地所の「都市OS」構想と「エコシステム」戦略の実行部隊です。長期的
な「OS間競争」に勝利するためには、さらなる「開放性」と「拡張性」が求められると推察されます。 

●​ 示唆5：「Machi Pass」のAPI開放とサードパーティ戦略。​
現在の「Machi Pass」³は、主に三菱地所グループおよび厳選されたパートナー（例：大丸有協
議会²）のサービスを提供するためのID基盤（閉じられたエコシステム）として機能している側面
が強いと見られます。​
しかし、競合（森ビル⁹、三井不動産¹⁰）との「都市OS」間競争に長期的に勝利し、「ネットワーク
効果」を獲得するためには、よりオープンな戦略へと舵を切ることが推奨されます。​
具体的には、「Machi Pass」の認証、決済、ポイント、位置情報といった中核機能の「API（
Application Programming Interface）」を、セキュリティを担保した上で、外部のスタートアップ
やサードパーティ開発者（個人含む）に広く公開することです。​
これにより、三菱地所自身が開発するよりも速く、多様な（例：丸の内ワーカー向けのニッチなラ

ンチマッチングアプリや、ヘルスケアアプリなど）サービスが「Machi Pass」OS上で生まれ、OS
の価値（＝UX）が自己増殖的に向上していく「正のフィードバックループ」を創出できる可能性が
あります。これは、AppleのApp StoreやGoogleのAndroidが採用した戦略と同様です。 

●​ 示唆6：「b.stage」投資（リアル×デジタル）モデルの横展開。​
CVCによる「b.stage」への投資⁴（「リアル：丸の内」×「デジタル：ファンダム」）は、「エコシステム
IP」戦略の成功モデルを示しています。​
事業開発部門は、この「リアル×デジタル垂直立ち上げモデル」を、エンターテイメント（ファンダ
ム）分野以外にも、**戦略的に「横展開」**させていくべきであると推察されます。​
例えば、 
○​ ヘルスケア分野： 「リアル（Inspired. Lab入居のライフサイエンス・スタートアップ⁵）」×「デジ
タル（Machi Passの健康管理アプリ/データ）」 

○​ モビリティ分野： 「リアル（駐車場アセット、ロボット走行可能DT⁷）」×「デジタル（Inspired. 
Lab入居のWHILL⁵のオンデマンド配車アプリ）」 

○​ 教育分野： 「リアル（Inspired. Labでのセミナー⁵）」×「デジタル（オンライン講座プラット
フォーム）」​
このように、CVC（投資）、Inspired. Lab（協創）、Machi Pass（OS）を意図的に連携させ、「リ
アル×デジタル」の垂直立ち上げ（ユースケース）を他分野でも次々と創出し、都市OSの価



値（＝対応サービスの多様性）を飛躍的に高めていくことが、OS間競争における勝利の鍵
となると考えられます。 
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総括 
 

本レポートは、「三菱地所の知財戦略」を、伝統的な特許・商標権（防衛的IP）を基盤としつつ、その
本質は「PropTech（不動産テック）時代における無形資産ポートフォリオの戦略的構築」にあると定
義し、詳細な分析を行いました。 

分析の結果、同社の知財戦略は、①BIM/デジタルツイン（プロセスIP）、②Machi Pass（データIP）、
③CVC/協創（エコシステムIP）、そして④伝統的商標（ブランドIP）という、4層の「無形資産」が相互に
連関し、有形資産（不動産）の価値をデジタル面から増幅させる、極めて高度な構造を有しているこ

とが明らかになりました。 

特に、三菱地所設計（MJD）の組織改正（BIM推進室のDX推進部への移管⁶）に見られるプロセスIP
の全社戦略への「昇格」、丸の内でのロボット実証実験³⁴に見られる「屋内外データ融合IP」の創出、
そしてCVCによる「b.stage」への投資¹⁰に見られる「リアルIP（丸の内）」と「デジタルIP（ファンダム）」
の戦略的「結合」は、同社の競争優位の源泉であり、その無形資産戦略の核心を示す象徴的な動き

であると分析されます。 

一方で、競合他社も「都市OS」の構築に向けて、異なるアプローチ（森ビルの垂直統合型¹²、三井不
動産の人財・既存アセット連携型¹³）を加速させており、「都市OS」を巡るデファクトスタンダード（事実
上の標準）競争は、まさに長期的な覇権争いの様相を呈しています。 

この競争環境下における三菱地所の経営上の最重要論点（意思決定への含意）は、**「いかにし
て、強力だがサイロ化（分断）するリスクをはらむ無形資産ポートフォリオ群を、経営レベルで『統合』

し、その価値を最大化（KPI化、OS化、サービス化）できるか」**という一点に集約されると推察されま
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す。 

MJDのプロセスIP⁷、本社のデータIP⁸、CVCのエコシステムIP¹⁰が、技術的・組織的に分断されたまま
では、競合との「OS間競争」に勝利し、プラットフォーム事業者（OS運営者）へと進化するという長期
ビジョン（展望）の達成は困難になる可能性があります。 
したがって、本レポートの戦略的示唆で提言した「CIPO（最高IP責任者）機能」の設置や、「Machi 
Pass」のAPI開放といった「統合」と「開放」の戦略的実行こそが、21世紀における同社の持続的成長
を左右する、最重要の経営アジェンダであると結論付けられます。 
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